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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】
　

回次
第８期

第２四半期
累計期間

第９期
第２四半期
累計期間

第８期

会計期間
自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日

自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日

自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日

営業収益 (千円) 2,339,142 2,025,769 4,262,447

経常利益 (千円) 255,995 114,247 230,485

四半期(当期)純利益 (千円) 120,293 62,944 100,557

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) ― ― ―

資本金 (千円) 1,364,875 1,364,875 1,364,875

発行済株式総数 (株) 8,300,000 8,300,000 8,300,000

純資産額 (千円) 4,894,108 4,866,951 4,820,206

総資産額 (千円) 21,904,749 21,449,160 19,589,632

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 14.52 7.77 12.26

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) 3.0 2.5 5.0

自己資本比率 (％) 22.3 22.7 24.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 2,352,802 338,579 1,558,950

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △185,829 △181,797 △226,201

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △164,025 △125,104 △326,171

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 4,838,821 3,874,128 3,842,450

　

回次
第８期

第２四半期
会計期間

第９期
第２四半期
会計期間

会計期間
自  平成22年７月１日
至  平成22年９月30日

自  平成23年７月１日
至  平成23年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 0.65 3.93

(注) １　営業収益には、消費税等は含まれていません。
２　当社は、関連会社を有していないため、持分法を適用した場合の投資利益については記載していません。
３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していませ
ん。
　

２ 【事業の内容】

当第２四半期累計期間において、当社の事業内容について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生または前事業年度の有価証券報告書に記

載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在していません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものです。

(1) 経営成績の分析

　当第２四半期累計期間における世界経済は、深刻度を増す欧州の債務問題の影響が金融市場の動揺へと

拡大したことを受けて、欧州や米国をはじめとして景気の減速懸念が強まる展開となりました。

　前四半期から続くギリシャ債務問題をめぐっては、６月末にギリシャ議会において緊縮財政案が可決さ

れたことが問題解決への前進として評価され、一時的に安心感が広まりました。しかしその後、更なるギ

リシャ支援のための欧州各国の協調体制構築について懐疑的見方が強まると、ギリシャ同様に財政赤字

を抱えるイタリアやスペインなどの債務状況にも市場の目が向けられる格好となり、これらの国々の国

債が大きく売られて長期金利が上昇し、欧州債務問題に対する懸念が拡大していくことになりました。米

国では雇用回復の遅れが徐々に明らかとなり、また、８月に大手格付会社Ｓ＆Ｐが米国債の格付を最高レ

ベルAAAからAA+に引き下げたこともあって、株式市場は欧米各国で大きく下落する展開となりました。９

月に入ってからは、ギリシャ等の国債を保有する欧州金融機関に対する信用不安から金融市場の動揺が

広がり、実体経済への悪影響を懸念する見方が強まるとともに、欧米各国の景気の先行きに対する不透明

感が一層強くなりました。

　一方、日本では東日本大震災により大きな被害を被ったサプライチェーンの立て直しが急ピッチで進

み、鉱工業生産など生産活動が持ち直しの度合いを強め、またそれに伴い輸出も震災前の水準に近づきつ

つあるなど、一部に回復の兆しが見受けられました。しかし、東日本大震災の影響により依然として厳し

い状況にあることに変わりはなく、欧米各国の景気の減速傾向の強まりや金融市場の不安定な状況など

により、景気下振れが懸念される状態が続きました。

　
　このような経済状況の中、外国為替市場においては、円高が進行する展開となりました。

　ドル／円相場では６月中旬から７月初旬まで80円台から81円台で推移していましたが、７月８日発表の

米国雇用統計（６月）を受けて米国の景気回復が大幅に遅れていることが明らかになると状況が一変

し、80円割れへと下落する展開となりました。７月下旬からは米国議会における連邦債務の上限引き上げ

問題の審議難航が嫌気されてドル売りが加速し、８月１日には76円台前半までドル安・円高が進みまし

た。その直後の４日には、日本政府・日銀が過去最大規模のドル買い・円売り介入を実施し、介入当日に

はドル／円相場が一時80円台前半まで急反発しましたが、翌５日に米大手格付会社Ｓ＆Ｐが米国債の格

付けを最高水準のAAAからAA+に引き下げると発表し、更に９日には米FOMC（連邦公開市場委員会）がゼ

ロ金利政策を2013年半ばまで２年間継続する可能性が高いことを示唆したことなどから再びドル売り圧

力が強まり、19日には一時75.95円まで下落し年初来安値を更新しました。その後は日本政府・日銀によ
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る為替介入への警戒感から円高方向への動きが抑えられましたが、欧米各国の景気先行き不透明感を背

景とするリスク回避的な円買いにより円安方向への動きも限定され、９月以降は76円台前半から77円台

後半という狭いレンジで推移し、76円台後半の水準で９月末を迎えることとなりました。

　ユーロ／円相場では、当四半期においてもギリシャをはじめとする欧州の債務問題が相場に大きく影響

を与えました。ギリシャ債務問題は、６月末に同国議会が財政緊縮案を可決したことにより前進し始めた

かに見えましたが、欧州各国によるギリシャへの支援策を巡る協議が難航し始めると、ギリシャと同様に

多額の財政赤字を抱えるイタリアやスペインなどに対する不安も強まっていくこととなり、これらの

国々でも国債が売られ長期金利が上昇する事態となりました。欧州の債務問題への懸念が高まるにつれ、

外国為替市場ではユーロ売りが加速し、９月上旬にはユーロ／円相場が約10年ぶりに105円割れの水準に

下落しました。ギリシャをはじめとする欧州債務国の国債価格の下落は、これらの国々の国債を大量に保

有する欧州金融機関に対する信用不安を強め、金融システムに対する不安をも惹起することになりまし

た。そうした状況を受け、ECB（欧州中央銀行）は９月15日に「市中銀行に対して年末越えドル資金確保

を無制限に支援する」ことを表明して信用不安の拡大阻止を図りましたが、米大手格付会社Ｓ＆Ｐがイ

タリア国債の格付けをA+からAへと引き下げたことなどもあり、事態の深刻化に歯止めをかけることはで

きませんでした。そうした中、ユーロ／円相場は９月26日に一時101.95円にまで下落し、103円台前半にて

９月末を迎えることになりました。　

　
　FX業界では、平成22年８月１日から導入された「保証金規制」が本年８月１日より一段と強化され、個

人のお客様の外国為替保証金取引に必要となる保証金額が、取引額の2％以上から4％以上に引き上げら

れました。「保証金規制」の導入により、取引減少など事業環境が一段と厳しくなり、経営基盤の脆弱な

事業者の再編・淘汰が進んでいます。

　このような環境のもと、当社は従前より整備・強化してきたお客様基盤構築、商品・サービス強化、既存

ビジネス強化および経営インフラ整備・強化の４点を要素とした「総合力」を土台とし、「強みづく

り」を推進しました。お客様層ごとのニーズに合った商品・サービスを提供するため、法人・個人の大口

取引層をターゲットにマーケット・ダイレクト型FX『直トレＦＸ』のサービス開始、女性をターゲット

としたブロガー向けの体験型セミナー「FX投資女子会」の継続開催、FXトレーダー同士のコミュニケー

ションの場としてFX投資家イベント「雇用統計NIGHTプレミアム」などを実施しました。また、お客様の

投資に有益な情報・ツールの提供を強みとするべく、お客様の声に基づいたリッチクライアント版取引

ツール「PrimeNavigator」の機能強化、日本最大級のFXコミュニティサイト「みんなの外為」の４時間

ごとの米ドル／円レンジ予想機能を活用した予想ランキングコンテストを開催したほか、さまざまな

テーマでFXオンラインセミナーを開催しました。

　
以上の結果、当社の当第２四半期会計期間末の外国為替保証金取引の口座数は114,818口座（前事業年

度末比8.2％増）、外国為替保証金取引預り保証金は14,278百万円（同14.1％増）と増加しました。しか

しながら、平成22年５月にギリシャ債務問題から為替相場が大幅に変動し、前年同期の外国為替取引高が

急増した反動に加え、平成22年８月に導入された「保証金規制」が平成23年８月から一段と強化された

ことなどから、当第２四半期累計期間の外国為替取引高は前年同期比13.3％減の161,070百万通貨単位と

なったため、営業収益は2,025百万円（前年同期比13.4％減）、営業利益は118百万円（同52.1％減）、経

常利益は114百万円（同55.4％減）、そして四半期純利益は62百万円（同47.7％減）となりました。

　
(2) 財政状態の分析

　当第２四半期会計期間末の総資産は、前事業年度末比1,859百万円増の21,449百万円となりました。これ

は、主として外国為替保証金取引評価勘定の増加2,048百万円、外国為替取引差入担保金の増加310百万円

の一方で、顧客区分管理信託の減少236百万円、外国為替取引未収入金の減少117百万円等により流動資産
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が1,987百万円増加したこと、およびリース資産等の減価償却等により固定資産が128百万円減少したこ

とによるものです。

　負債は、前事業年度末比1,812百万円増の16,582百万円となりました。これは、主として外国為替保証金

取引預り保証金の増加1,767百万円、外国為替取引預り担保金の増加199百万円の一方で、リース債務の減

少93百万円、設備関係未払金の減少90百万円等によるものです。

　純資産は、四半期純利益62百万円による増加の一方で、配当の支払による減少16百万円により前事業年

度末比46百万円増の4,866百万円となりました。

　
(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第２四半期会計期間末の現金及び現金同等物の残高は、前事業年度末に比べ31百万円増加し、3,874

百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期累計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、税引前四半期純利益112百万円に加

え、増加要因として、外国為替保証金取引預り保証金の増加1,767百万円、顧客区分管理信託の減少236

百万円、減価償却費233百万円、外国為替取引預り担保金の増加199百万円、外国為替取引未収入金の減

少117百万円の増加等がある一方で、減少要因として外国為替保証金取引評価勘定(流動資産)の増加

2,048百万円、外国為替取引差入担保金の増加310百万円等により、338百万円の増加となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期累計期間の投資活動によるキャッシュ・フローは、無形固定資産の取得による支出178

百万円等により181百万円の減少となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期累計期間の財務活動によるキャッシュ・フローは、リース債務の返済による支出108百

万円、配当金の支払額16百万円により125百万円の減少となりました。

　
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期累計期間において、新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題はありません。

　
(5) 研究開発活動

該当事項はありません。

　
(6) 従業員数

　当第２四半期累計期間において、著しい変動はありません。
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(7) 業務の状況

当第２四半期累計期間の外国為替取引高は、平成22年５月にギリシャ債務問題から為替相場が大幅に

変動し、前年同期の外国為替取引高が急増した反動に加え、平成22年８月に導入された「保証金規制」が

平成23年８月から一段と強化されたことなどから、前年同期比で13.3％の減少となりました。その結果、

当第２四半期累計期間の営業収益は、同13.4％の減少となりました。

　
　① 営業収益

営業収益の推移は、次のとおりです。

(単位：千円)

区分
前第２四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日)

前年同期比
（％）

営業収益 　 　 　

　・外国為替取引事業収益 　 　 　

　　　外国為替取引損益 2,233,297 1,989,303△10.9

      手数料収入 51,308 12,287 △76.1

　　　その他のデリバティブ取引損益 1,012 1,424 + 40.7

　　　その他(受取利息) 10,459 6,860 △34.4

　・外国為替取引関連サービス事業収益 　 　 　

　　　その他(システム貸与料等) 43,064 15,893 △63.1

合計 2,339,142 2,025,769△13.4

　 (注)　上記の金額には、消費税等は含まれていません。

　
　② 外国為替取引における通貨別取引高

通貨別取引高の推移は、次のとおりです。

区分
前第２四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日)

前年同期比
（％）

米ドル/円(単位：万米ドル) 4,751,179 4,482,472 △5.7

ユーロ/円(単位：万ユーロ) 5,900,888 4,692,395 △20.5

ポンド/円(単位：万ポンド) 4,247,413 1,777,539 △58.2

豪ドル/円(単位：万豪ドル) 2,200,155 2,332,324 + 6.0

NZドル/円(単位：万NZドル) 187,102 290,840 + 55.4

加ドル/円(単位：万加ドル) 160,502 104,888 △34.6

スイスフラン/円(単位：万フラン) 41,038 374,253 + 812.0

シンガポールドル/円(単位：万SGドル) 5,024 10,529 + 109.6

香港ドル/円(単位：万香港ドル) 3,022 3,370 + 11.5

南アランド/円(単位：万ランド) 78,837 86,477 + 9.7

ユーロ/米ドル(単位：万ユーロ) 664,559 1,485,232 + 123.5

ポンド/米ドル(単位：万ポンド) 241,969 197,809 △18.3

豪ドル/米ドル(単位：万豪ドル) 70,970 218,338 + 207.6

ユーロ/ポンド(単位：万ユーロ) 34,203 50,531 + 47.7

　(注)　通貨別取引高には、外国為替取引システムのASP提供先および「大証ＦⅩ」の取引を含んでいます。
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　③ 自己資本規制比率

　　自己資本規制比率の推移は、次のとおりです。

(単位:千円)

区分
前事業年度

(平成23年３月31日)
当第２四半期会計期間
(平成23年９月30日)

基本的項目 　 (Ａ) 4,820,206 4,866,951

補完的項目 　 (Ｂ) 0 187

　 その他有価証券評価差額金(評価益)等 　 ― ―

　 金融商品取引責任準備金 　 0 187

　 一般貸倒引当金 　 ― ―

　 長期劣後債務 　 ― ―

　 短期劣後債務 　 ― ―

控除資産 (Ｃ) 1,434,180 1,323,741

固定化されていない自己資本(Ａ)＋(Ｂ)－(Ｃ) (Ｄ) 3,386,026 3,543,397

リスク相当額　　　　　　　(Ｆ)＋(Ｇ)＋(Ｈ) (Ｅ) 921,066 866,209

　 市場リスク相当額 (Ｆ) 5,355 2,376

　 取引先リスク相当額 (Ｇ) 13,629 11,271

　 基礎的リスク相当額 (Ｈ) 902,081 852,561

自己資本規制比率　　　　　(Ｄ)／(Ｅ)×100 　 367.6％ 409.0％

　
　
　④ 外国為替保証金取引における口座数および預り保証金残高

口座数および預り保証金残高の推移は、次のとおりです。

区分
前事業年度

(平成23年３月31日)
当第２四半期会計期間
(平成23年９月30日)

前事業年度比
(％)

総口座数 106,085 114,818 + 8.2

　(内稼動口座数) (31,375) (33,106) (+ 5.5)

預り保証金(千円) 12,510,624 14,278,139 + 14.1

 (注)　総口座数には、ASP提供先の口座数は含みません。
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(8) 主要な設備

① 主要な設備の状況

当第２四半期累計期間において、以下の設備を取得しました。

事業所名　　　　　　　
(所在地)

事業区分 設備の内容
帳簿価額(千円)

取得年月
リース資産 ソフトウエア

本　社
(東京都渋谷区)

外国為替取引事業

外国為替取引システム機器増強 14,296 ― 平成23年７月

外国為替取引システム開発 ― 79,142平成23年８月

　 　(注)　上記の金額には、消費税等は含まれていません。

　
② 設備の新設、除却等の計画

ⅰ） 重要な設備の新設等

当第２四半期累計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等の計画は次のとおりです。

事業所名
(所在地)

事業区分 設備の内容

投資予定額

資金調達方法 着手年月
完了予定
年月総額

(千円)
既支払額
(千円)

本社
(東京都
  渋谷区)
　
　

外国為替取引事業
外国為替取引シス
テム開発

242,300 ― 自己資金
平成23年
10月

平成24年
３月

全社 社内システム増強 7,700 ―
自己資金および
ファイナンス・
リース

平成23年
11月

平成24年
３月

合計 250,000 ― 　

　 　(注)　上記の金額には、消費税等は含まれていません。

　
ⅱ） 重要な設備の除却等

当第２四半期累計期間において、新たに確定した重要な設備の除却等の計画はありません。

　
(9) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　当社が取り扱う外国為替保証金取引は、一般的には、外国為替相場の変動率が高ければ高いほど、お客様

の取引量が増加する傾向にあり、当社収益も増加する傾向にあります。逆に変動率が低い場合は、お客様

の取引量が減少する傾向にあり、当社の収益に影響を及ぼす可能性があります。

　昨年８月より実施された「保証金規制」が当社業績に与えた影響については、業界全体との比較におい

て限定的であったと判断しています。また、本年８月に実施された「保証金規制」の更なる強化による影

響については、８～９月の外国為替相場の変動率が比較的高かったことなどから現時点においては不明

ですが、お客様が今後一時的に取引に慎重になるなどの可能性を踏まえて、新たなお客様層の獲得を目指

して、大口取引を行う法人・個人のお客様を対象としたマーケット・ダイレクト型FX『直トレＦＸ』の

販促活動等を推進していきます。

　
(10) 経営者の問題認識と今後の方針について

　当社経営陣は、現在の事業環境および入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案するよう努めてい

ます。

　外国為替保証金取引（FX）業界は、金融庁による「保証金規制」が本年８月から再度強化されたため、

取引減少などにより事業環境が一層厳しくなり、経営基盤の脆弱な事業者の淘汰・撤退が本格的に進む

と予想しています。一方で、FXのハイリスク・イメージの払拭などによるお客様ニーズの高まりととも
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に、平成24年１月１日より店頭FXと取引所FXで異なる税制が申告分離課税に統一され税負担の公平化が

図られることや、個人投資家による外貨資産への投資意欲の高まり、FXの外貨預金代替商品としての活

用、加えて株式市場の低迷などから、投資効率・透明性・流動性などに有利なFXの市場規模は中期的には

まだまだ拡大すると考えています。

当社は「FX業界は総合力が問われる時代に入る」との認識のもと、競争力のあるスプレッド、厳格なリ

スク管理手法、強靭な取引システムを提供するとともに、主力商品である『選べる外貨』、取引所取引で

ある「大証ＦＸ」、大口取引者向けの『直トレＦＸ』などFX商品の品揃えに注力してきました。加えて、

経営の透明性・健全性を一層高めることによってお客様の信頼を獲得し、お客様基盤の拡充に取り組み、

６月にはお客様口座数が11万口座を突破し、その後も順調に口座数は増えています。特に、強靭で安定し

た取引システムの維持・向上は事業の根幹に関わる問題と認識し、システム障害や異常レート配信の防

止に細心の注意を払い、お客様により一層信頼される取引システムの提供および運用に取り組んでいま

す。

今後は、規制再強化により事業環境の悪化や事業者の選別が進むことが予想される中、変化に柔軟に対

応しながら、上場会社としての健全な経営体制・強固な財務基盤・堅牢な取引システムなどの維持に努

めるとともに、様々なお客様層のニーズに合ったきめ細かな商品・サービス・取引ツールを提供するこ

とによって、お客様基盤のより一層の拡充を図り、「皆様に信頼される業界のリーディング・カンパ

ニー」を目指していきます。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 25,000,000

計 25,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成23年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成23年11月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 8,300,000 8,300,000
大阪証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
（スタンダード）

単元株式数は100株です。

計 8,300,000 8,300,000― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成23年９月30日 ― 8,300,000 ― 1,364,875 ― 1,164,875

 

　

EDINET提出書類

ＦＸプライム株式会社(E21602)

四半期報告書

10/27



　

(6) 【大株主の状況】

　 　 平成23年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

伊藤忠商事㈱ 東京都港区北青山２－５－１ 4,568 55.04

カブドットコム証券㈱ 東京都千代田区大手町１－３－２ 819 9.87

日本トラスティ・サービス信託
銀行㈱（信託口）

東京都中央区晴海１－８－１１ 120 1.44

井本　恵一 東京都中央区 91 1.10

㈱みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１－１－５ 70 0.84

㈱平川興業 大阪府柏原市国分本町２－６－５ 50 0.60

ＦＸプライム㈱従業員持株会 東京都渋谷区渋谷１－７－７ 49 0.59

鈴木　一哉 東京都足立区 46 0.56

トッパンエムアンドアイ㈱ 東京都新宿区下落合１－５－２２ 40 0.48

三上　浩志 埼玉県三郷市 37 0.44

計 ― 5,893 71.00

(注) １  上記のほか、当社所有の自己株式200千株（2.41％）があります。

    ２  「所有株式数」は、千株未満を切り捨てて表示しています。

    ３  「発行済株式総数に対する所有株式数の割合」は、小数点以下２位未満を切り捨てて表示しています。ま

た、「発行済株式総数に対する所有株式数の割合」は、発行済株式総数から自己株式を控除しない株式数を分

母として算出しています。

    ４  カブドットコム証券株式会社の議決権割合は10.11％であり、主要株主に該当します。

　
　
(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成23年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

普通株式　　200,000
― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式　8,099,200 80,992 ―

単元未満株式 普通株式　　　　800 ― ―

発行済株式総数 8,300,000 ― ―

総株主の議決権 ― 80,992 ―

(注)「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式90株を含んでいます。
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② 【自己株式等】

　 　 平成23年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
ＦＸプライム㈱

東京都渋谷区渋谷１－７－７ 200,000― 200,000 2.40

計 ― 200,000― 200,000 2.40

(注) １　「発行済株式総数に対する所有株式数の割合」は、小数点以下２位未満を切り捨てて表示しています。

    ２　上記200,000株のほか、単元未満株式90株を有しています。

　

２ 【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第63号)に基づいて作成しています。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間(平成23年７月１日から

平成23年９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成23年４月１日から平成23年９月30日まで)に係る四

半期財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けています。

　

３．四半期連結財務諸表について

当社は、子会社を有していないため、四半期連結財務諸表を作成していません。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期会計期間
(平成23年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,842,450 3,874,128

顧客区分管理信託 ※1
 12,836,725

※1
 12,600,175

売掛金 51,135 749

前払費用 45,284 55,061

繰延税金資産 35,976 35,191

外国為替保証金取引未収入金 ※1
 546

※1
 508

外国為替取引未収入金 247,550 130,363

外国為替保証金取引評価勘定 ※1
 937,263

※1
 2,986,144

外国為替取引評価勘定 57,668 16,075

外国為替取引差入担保金 116,297 427,291

その他 30,837 63,791

流動資産合計 18,201,736 20,189,480

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 48,623 47,070

工具、器具及び備品（純額） 4,526 4,014

リース資産（純額） 447,417 359,050

有形固定資産合計 500,567 410,134

無形固定資産

意匠権 1,167 1,010

ソフトウエア 755,431 721,828

ソフトウエア仮勘定 － 61

その他 705 681

無形固定資産合計 757,303 723,581

投資その他の資産

長期前払費用 2,287 3,017

繰延税金資産 27,194 22,402

敷金及び保証金 100,544 100,544

投資その他の資産合計 130,025 125,963

固定資産合計 1,387,896 1,259,680

資産合計 19,589,632 21,449,160
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(単位：千円)

前事業年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期会計期間
(平成23年９月30日)

負債の部

流動負債

外国為替保証金取引未払金 ※1
 276,957

※1
 328,405

外国為替取引未払金 78,233 76,706

未払金 228,067 202,306

未払費用 4,607 18,936

リース債務 213,446 205,809

未払法人税等 45,053 48,487

外国為替保証金取引預り保証金 ※1
 12,510,624

※1
 14,278,139

外国為替取引預り担保金 990,863 1,189,904

預り金 5,682 4,702

賞与引当金 27,981 28,935

役員賞与引当金 12,600 －

設備関係未払金 90,980 849

その他 472 1,186

流動負債合計 14,485,569 16,384,368

固定負債

リース債務 268,171 181,906

資産除去債務 15,684 15,746

固定負債合計 283,855 197,652

特別法上の準備金

金融商品取引責任準備金 0 187

特別法上の準備金合計 0 187

負債合計 14,769,425 16,582,209

純資産の部

株主資本

資本金 1,364,875 1,364,875

資本剰余金

資本準備金 1,164,875 1,164,875

資本剰余金合計 1,164,875 1,164,875

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 2,356,881 2,403,626

利益剰余金合計 2,356,881 2,403,626

自己株式 △66,424 △66,424

株主資本合計 4,820,206 4,866,951

純資産合計 4,820,206 4,866,951

負債純資産合計 19,589,632 21,449,160
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(2)【四半期損益計算書】
【第２四半期累計期間】

(単位：千円)

前第２四半期累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

営業収益

外国為替取引損益 2,233,297 1,989,303

手数料収入 51,308 12,287

その他のデリバティブ取引損益 1,012 1,424

その他 53,523 22,754

営業収益合計 2,339,142 2,025,769

営業費用

販売費及び一般管理費

役員報酬 47,180 39,300

給料手当及び福利費 228,586 228,985

賞与引当金繰入額 28,171 28,935

役員賞与引当金繰入額 13,080 －

退職給付費用 14,788 14,519

広告宣伝費 214,974 156,674

調査費 34,409 33,394

システム経費 535,672 468,794

支払手数料 518,627 483,600

業務委託費 69,963 81,274

租税公課 80,346 50,239

減価償却費 196,204 233,137

賃借料 74,376 45,480

その他 36,125 43,392

販売費及び一般管理費合計 2,092,506 1,907,727

営業利益 246,635 118,042

営業外収益

受取利息 271 566

還付加算金 14,559 －

その他 18 9

営業外収益合計 14,849 576

営業外費用

支払利息 5,435 4,371

その他 55 －

営業外費用合計 5,490 4,371

経常利益 255,995 114,247

特別損失

固定資産除却損 13,025 1,336

リース解約損 1,557 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 13,237 －

金融商品取引責任準備金繰入れ － 187

その他 2,353 －

特別損失合計 30,172 1,524

税引前四半期純利益 225,822 112,723

法人税、住民税及び事業税 49,901 44,201

法人税等調整額 55,628 5,577

法人税等合計 105,529 49,778

四半期純利益 120,293 62,944
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前第２四半期累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 225,822 112,723

減価償却費 196,204 233,137

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 13,237 －

賞与引当金の増減額（△は減少） 8,336 954

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 13,080 △12,600

金融商品取引責任準備金繰入れ － 187

固定資産除却損 13,025 1,336

リース解約損 1,557 －

受取利息 △271 △566

支払利息 5,435 4,371

顧客区分管理信託の増減額(△は増加) △1,518,472 236,550

売掛金の増減額(△は増加) △28,531 50,385

前払費用の増減額（△は増加） △2,273 △9,776

外国為替保証金取引未収入金の増減額(△は増加) 75 37

外国為替取引未収入金の増減額(△は増加) 16,921 117,187

外国為替保証金取引評価勘定(流動資産)の増減額
(△は増加)

△1,037,773 △2,048,880

外国為替取引評価勘定(流動資産)の増減額(△は
増加)

88,578 41,592

外国為替取引差入担保金の増減額（△は増加） 503,052 △310,994

その他のデリバティブ資産の増減額（△は増
加）

123 －

長期前払費用の増減額（△は増加） △164 △730

外国為替保証金取引未払金の増減額(△は減少) 47,044 51,448

外国為替取引未払金の増減額(△は減少) 174,315 △1,527

未払金の増減額（△は減少） △26,851 △27,701

未払費用の増減額（△は減少） 15,317 14,311

外国為替保証金取引預り保証金の増減額(△は減
少)

2,046,920 1,767,515

外国為替取引預り担保金の増減額(△は減少) 1,115,003 199,041

その他のデリバティブ負債の増減額（△は減
少）

△123 －

預り金の増減額（△は減少） 216 △979

外国為替取引評価勘定(流動負債)の増減額(△は
減少)

7,892 －

その他 △62,593 △32,307

小計 1,815,106 384,714

利息及び配当金の受取額 1 634

利息の支払額 △5,435 △4,357

リース解約損の支払額 △1,557 －

法人税等の支払額 △4,470 △42,411

法人税等の還付額 549,158 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,352,802 338,579
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(単位：千円)

前第２四半期累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 － △2,389

無形固定資産の取得による支出 △178,579 △178,591

有形固定資産の除却による支出 － △817

敷金及び保証金の回収による収入 1,000 －

資産除去債務の履行による支出 △8,250 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △185,829 △181,797

財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 △94,313 △108,942

自己株式の取得による支出 △36,828 －

配当金の支払額 △32,882 △16,161

財務活動によるキャッシュ・フロー △164,025 △125,104

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,002,948 31,677

現金及び現金同等物の期首残高 2,835,873 3,842,450

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 4,838,821

※１
 3,874,128
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【継続企業の前提に関する事項】

該当事項はありません。

　

【会計方針の変更等】

該当事項はありません。

　

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。

　

【追加情報】

　
当第２四半期累計期間

(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日)

　第１四半期会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正により、「会計上の変更及

び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬

の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用していま

す。
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【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

前事業年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期会計期間
(平成23年９月30日)

※１　顧客区分管理信託

　お客様からの「外国為替保証金取引預り保証金」

は、金融商品取引法第43条の３に基づき、当社の自

己資産と区分して管理するため、信託銀行との契約

により「顧客区分管理信託」として信託保全して

います。

　なお、信託の保全額は、お客様からの「預り保証

金」に日々発生するスワップポイント（金利相当

額）の受払い額、お客様のポジション持ち値を日々

時価評価した差額および取引手数料の未収額を加

減した純資産額をもって、取引日の２営業日後に信

託に繰入れることとしています。

　したがって、期末日現在の「顧客区分管理信託残

高」は２営業日前の「差引純資産額」に対応する

ものです。また、期末日現在の「差引純資産額」を

信託に繰入れるのは２営業日後となります。そのた

め、信託への繰入れまでに当社に不測の事態が発生

しても、お客様からの預り保証金ができる限り保全

されるよう、過去の経験値から当社の余裕資金の一

部を加算して「顧客区分管理信託」を行なってい

ます。

　また、取引所取引に係る保証金は、取引所に預託さ

れているため、当社の区分管理信託の対象外となり

ますが、お客様の「預り保証金」が取引所に預託さ

れるまでに２営業日を要するため、その２営業日分

を当社の区分管理信託に含めて保全しています。

（取引所取引に係る保証金と比較して取引所に預

託されている金額が上回る場合には、取引所未預託

額を「－」で表示しています。）

　なお、下記の「外国為替保証金取引預り保証金」

と貸借対照表における「外国為替保証金取引預り

保証金」の差額は、取引所取引に係る保証金です。

 

※１　顧客区分管理信託

　同左

 
 

外国為替保証金取引預り保証金 12,486,698千円

外国為替保証金取引未払金

(スワップポイント)
276,957千円

外国為替保証金取引評価勘定

(流動資産)
△937,263千円

外国為替保証金取引未収入金

(取引手数料)
△546千円

差引純資産額（期末日現在） 11,825,845千円

取引所未預託額（２営業日分） 8,358千円

顧客区分管理信託要保全額

(期末日現在)
11,834,204千円

顧客区分管理信託残高(同上) 12,836,725千円

<参考>

顧客区分管理信託要保全額(平成23年３月29日現在)

11,792,684千円

顧客区分管理信託残高(平成23年４月４日現在)

12,850,175千円

外国為替保証金取引預り保証金 13,921,975千円

外国為替保証金取引未払金

(スワップポイント)
328,405千円

外国為替保証金取引評価勘定

(流動資産)
△2,986,144千円

外国為替保証金取引未収入金

(取引手数料)
△508千円

差引純資産額（期末日現在） 11,263,726千円

取引所未預託額（２営業日分） －千円

顧客区分管理信託要保全額

(期末日現在)
11,263,726千円

顧客区分管理信託残高(同上) 12,600,175千円

<参考>

顧客区分管理信託要保全額(平成23年９月28日現在)

11,205,169千円

顧客区分管理信託残高(平成23年10月４日現在)

12,600,175千円
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(四半期損益計算書関係)

前第２四半期累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)及び当第２四半期累計期間

(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日)

　 該当事項はありません。

　

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

 
前第２四半期累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日)

※１　現金及び現金同等物の当第２四半期累計期間末

残高と当第２四半期貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

（平成22年９月30日現在）

現金及び預金 4,838,821千円

現金及び現金同等物 4,838,821千円

※１　現金及び現金同等物の当第２四半期累計期間末

残高と当第２四半期貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

（平成23年９月30日現在）

現金及び預金 3,874,128千円

現金及び現金同等物 3,874,128千円

　

(株主資本等関係)

前第２四半期累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

１．配当金支払額
　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月23日
定時株主総会

普通株式 33,200 4.0
平成22年
３月31日

平成22年
６月24日

利益剰余金

　

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間

の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年10月28日
取締役会

普通株式 24,570 3.0
平成22年
９月30日

平成22年
12月７日

利益剰余金

　

３．株主資本の著しい変動

当社は、平成22年８月13日開催の取締役会決議に基づき、自己株式を109,900株取得しました。こ

の結果、当第２四半期会計期間末における自己株式数は109,990株、自己株式残高は36,828千円と

なっています。
　

当第２四半期累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日)

１．配当金支払額
　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月24日
定時株主総会

普通株式 16,199 2.0
平成23年
３月31日

平成23年
６月27日

利益剰余金

　

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間

の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年10月27日
取締役会

普通株式 20,249 2.5
平成23年
９月30日

平成23年
12月７日

利益剰余金

　

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前事業年度末日と比較して著しい変動はありません。

EDINET提出書類

ＦＸプライム株式会社(E21602)

四半期報告書

21/27



　

(金融商品関係)

前事業年度末(平成23年３月31日)

(単位：千円)

科目
貸借対照表
計上額

時価 差額
時価の
算定方法

外国為替取引差入担保金 116,297 116,297 ─ （注）１

デリバティブ取引 　 　 　 （注）２

ヘッジ会計が適用されていないもの 　 　 　 　

外国為替取引 994,931 994,931 ─ 　

(※)　デリバティブ取引は、債権・債務を相殺して表示しています。
　

(注)　１ 外国為替取引差入担保金の時価の算定方法

外国為替取引差入担保金は全て短期債務であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳

簿価額によっています。

２ デリバティブ取引に関する事項

「デリバティブ取引関係」注記を参照ください。

　

当第２四半期会計期間末(平成23年９月30日)

事業の運営において、重要なもの、かつ、前事業年度の末日に比べて著しい変動が認められるものは次

のとおりです。

(単位：千円)

科目
四半期貸借対照表

計上額
時価 差額

時価の
算定方法

外国為替取引差入担保金 427,291 427,291 ─ （注）１

デリバティブ取引 　 　 　 （注）２

ヘッジ会計が適用されていないもの 　 　 　 　

外国為替取引 3,002,2193,002,219 ─ 　

(※)　デリバティブ取引は、債権・債務を相殺して表示しています。
　

(注)　１ 外国為替取引差入担保金の時価の算定方法

外国為替取引差入担保金は全て短期債務であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳

簿価額によっています。

２ デリバティブ取引に関する事項

「デリバティブ取引関係」注記を参照ください。

　

(有価証券関係)

該当事項はありません。
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(デリバティブ取引関係)

前事業年度末(平成23年３月31日)

１　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

通貨関連
(単位：千円)

区分 デリバティブ取引の種類 契約額等
契約額等の
うち１年超

時価 評価損益

市場取引以外の取引

外国為替取引 　 　 　 　

外国為替保証金取引および外国
為替保証金取引会社との取引

　 　 　 　

　売建 40,270,865― 674,163674,163

　買建 26,981,320― 263,100263,100

カウンターパーティとの取引 　 　 　 　

　売建 11,348,174― △28,459△28,459

　買建 23,511,192― 86,127 86,127

外国為替取引計 ― ― 994,931994,931

(注) 時価の算定方法

外国為替取引

外貨契約額を事業年度末の直物為替相場で評価した金額から、円貨契約額を差し引いた金額により算定して

います。

　
２　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

該当事項はありません。

　
当第２四半期会計期間末(平成23年９月30日) 

１　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

通貨関連
(単位：千円)

区分 デリバティブ取引の種類 契約額等
契約額等の
うち１年超

時価 評価損益

市場取引以外の取引

外国為替取引 　 　 　 　

外国為替保証金取引および外国
為替保証金取引会社との取引

　 　 　 　

　売建 64,870,807― 3,035,2923,035,292

　買建 14,099,900― △49,147△49,147

カウンターパーティとの取引 　 　 　 　

　売建 344,086 ― 8,901 8,901

　買建 46,453,248― 7,173 7,173

外国為替取引計 ― ― 3,002,2193,002,219

(注) 時価の算定方法

外国為替取引

外貨契約額を当第２四半期会計期間末の直物為替相場で評価した金額から、円貨契約額を差し引いた金額に

より算定しています。

　

２　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

該当事項はありません。
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(持分法損益等)

関連会社に関する事項

当社は、関連会社を有していません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第２四半期累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)及び当第２四半期累計期間

(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日)

　当社は単一セグメントであるため、セグメント情報については記載していません。

　

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は次のとおりです。

　

項目
前第２四半期累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日)

　１株当たり四半期純利益金額 14円52銭 7円77銭

  (算定上の基礎) 　 　

  四半期純利益金額(千円) 120,293 62,944

  普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

  普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 120,293 62,944

  普通株式の期中平均株式数(株) 8,286,692 8,099,910

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載していませ

ん。

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

第９期（平成23年４月１日から平成24年３月31日まで）中間配当については、平成23年10月27日開催の

取締役会において、平成23年９月30日の株主名簿に記載された株主に対し、次のとおり中間配当を行うこと

を決議しました。

①　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　20,249千円　

②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2円50銭

③　支払請求権の効力発生日および支払開始日　　　　 平成23年12月７日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年11月８日

ＦＸプライム株式会社

取締役会  御中

有限責任 あずさ監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    山　元　　太　志     印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    　宮　　　　裕 　　  印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＦＸ
プライム株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの第９期事業年度の第２四半期会計期間

(平成23年７月１日から平成23年９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成23年４月１日から平成23年９
月30日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フ
ロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　
四半期財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半
期財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期
財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ
る。

　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に
対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当
と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、ＦＸプライム株式会社の平成23年９月30日現在の財政
状態並びに同日をもって終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表
示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しています。

２．四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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